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■展望・解説■

エネルギー・資源

スペーステクノロジー
SpaceTechnology

1．はじめに

人類最初の人工衛星スプートニク1号の誕生から今

年は33年を迎え，宇宙開発も開発期から成熟期を迎え

るに到った。この30年の間に宇宙開発は私達の生活の

一環を支える技術として発展し，国際電話，テレビ伝

送，国内衛星通信，衛星放送，気象観測，海洋観測，

資源探査など広範囲に利用されている．

これらの宇宙利用は人工衛星を打ち上げて，その軌

道高度からの広い地球視野を応用したもので軌道位置

利用と呼ばれている．位置利用の主役は地球周辺軌道

を廻る人工衛星で，科学観測衛星技術開発衛星通

信衛星，放送衛星，気象衛星，地球観肌ll衛星資源探

査衛星など既に世界で3800機の人工衛星が打上げられ，

利用されてきた．

これらの人工衛星の利用は今後も更に応用分野の拡

大とユーザの増加が期待されており，私達の生活に密

着した技術として発展して行くことであろう．

スペースシャトルの就航と米国NASAの宇宙ステー

ション計画の遂行が本格化するに従って，新たな宇宙

時代の到来が現実化されてきた．即ち有人宇宙時代の

到来である．宇宙開発の初期の段階で米ソは有人宇宙

機を軌道に上げて終には月面に人類の足跡を遺してき

た．

しかしスペースシャトルと宇宙基地の実現は宇宙利

用をより経済的に，より広範囲に拡げることを目指し

て進める一つのステップであり，更には宇宙を人類の

生活の場として考えて行こうと言う大きなシナリオの

上に立って進められているものである．

宇宙は無重力，高真空，太陽エネルギーと言う地上

では得難い環境を有しており，均一で高純度な薬品，

材料，半導体などの製造には非常に適した場所であり，

大気層を透さずに星を直接観測できる非常に優れた天
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文観測の場所でもある．このような宇宙環境利用は宇

宙開発の初期から注目され，米ソで種々の実験が進め

られてきたがスペースシャトルの就航によってこれが

現実化し，更に宇宙基地計画によって定常的な施設と

して利用できるようになってきた．ここに宇宙環境の

利用という新らたな道が拓かれることになり，新しい

材料工場薬品工場半導体工場としての宇宙利用が

初まると共に，無重力場を利用して地上では不可能な

大スパン構造物の組立基地としての宇宙利用も可能と

なってきた．

このことは従来の人工衛星利用にも大きな変革をも

たらし，大口径アンテナを搭載した宇宙プラットホー

ムの構築など新しい計画が進められることになった．

その一つの構想が太陽光発電衛星であり宇宙で太陽

エネルギを電力に変換し，これをマイクロ波にして地

上に送信，地上でこれを受信して電力に変換して利用

しようと言うものである地上のエネルギ源枯渇に対

する一つの対応策として注目されている．

宇宙基地の設置は新しい宇宙開拓への出発でもあり，

これを基点として新たな月及び惑星基地開拓への扉が

開かれようとしている．月面基地から惑星基地へ，米

国の新しいフロンティア計画が1986年に発表され，

2027年には火星基地の構築を目指して開発が進められ

ることになった更に昨年はブッシュ大統領が“月に

戻ろう”と呼びかけてこれらの計画が本格的に進め

られることになった．

これらの開発計画は国際的な共同開発を基調にした

ものであり，我が国も積極的に計画に参加，推進して

行けるよう基礎技術の開発を開始，推進している．

これら一連の宇宙開発計画の中で宇宙システム自体

のエネルギをどうするか，又地球資源枯渇問題に対し

て非地球資源エネルギの活用が可能であるかと言うこ

とは宇宙システムを決める重要なファクタであり！本

論文ではこの点から宇宙システムとエネルギ供給の関

連を主体に宇宙技術の現状と展望を与えている
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2．宇宙開発の現状と将来動向

2．1人工衛星

今迄に打上げられた人工衛星は世界で約3800個，こ

の内2/3がソ連，1/3が米国でその他の国は合せて1/20

である．用途別には技術開発・科学分野が75％，通信

分野が15％，観測分野が10%になっている．技術開発

分野の内で米ソの軍用衛星が60％，宇宙科学・技術試

験衛星が40%である．即ち従来の人工衛星の開発は米

ソの政府出資に負うところが非常に高く，民間出資に

よるものは20％程度であったと言える．しかしながら

最近では通信分野の衛星通信，衛星放送を始めとして

衛星を用いた事業が本格化し，観測分野でも衛星の観

測データを販売する企業体も出現し，人工衛星も一つ

の産業の構成品として掴えられるようになってきた．

衛星通信事業では国際通信事業を提供するインテル

サット，インマルサット，インタスプートニクの国際

通信機構を中心に，新規参入を図るパンナムサット，

オライオン，地域通信事業を行なうアラブサット，ユ

ーテルサット，パラパなどの事業体が生れている．

国内衛星通信事業では米国で8社，日本で3社の通

信事業体が衛星通信サービスを行ない，カナダ，イン

ドネシア，インド，オーストラリア，ブラジル，イギ

リス，ドイツ，フランス，イタリア，メキシコでも衛

星通信が利用されている．衛星放送に関しても日本，

フランス，ドイツ，イギリスで直接衛星放送が実施さ

れており，米国，インドその他では通信衛星を用いた

テレビ伝送サービスが実施されている．

移動体通信事業は現在カナダ・米国が共同で事業化

を進めており，オーストラリアが移動体衛星通信サー

ビスを始める予定である．日本，ノールウェイでは試

験衛星を打上げて移動体通信実験を実施し，実用化へ

を目指して開発を進めている．

これらの衛星通信事業は事業の継続性と発展性の点

から21世紀に向けて更に大きく伸びる分野であり，米

国における調査結果では先進諸国における情報通信の

多様化と発展途上国に対する通信網の整備の観点から

今後2000年迄に300機程度の通信衛星の需要が見込ま

れている．これらの衛星通信ではサービスの多様化に

対するためユーザ間のN対N接続通信網の設置が図ら

れ，小型多数ユーザ局に対応できる大型アンテナ，高

出力増幅器を持った大型通信衛星の開発要請が強くな

ってきている．

衛星観測分野は人工衛星開発の初めから有用性が高
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く評価されて気象，陸域・海域観測，資源探査，天体

観測などに利用されてきた．特に米国(GOES)日本

(GMS)ヨーロッパ（メテオサット）の協力による世

界的な気象観測網の整備は気象予報の上で大きな役割

を果してきた．地表面・海表面の監視に関しても初期

の米国ランドサット，シーサット以来，日本の海洋観

測衛星，フランスのスポットなど農作物，林業資源，

水資源などの監視，水産資源管理，漁海況予測などに

使用されてきた．これらの衛星観測システムは全て政

府機関によって開発されて来たがシリーズ化，継続化

の観点から得られたデータ解析及びユーザへの配布を

民間に移行する動きが生じ，併せて観測システム全体

を民間事業体で進める動きも生じてきた．衛星観測も

観測機器の高解像度，高分解能，多周波数帯観測によ

る観測対象の広範囲化と精度の向上が進められ，現在

では可視，赤外，電波を用いて,10～20mの分解能が

得られるようになっている．観測データ解析はランド

サット以来ブラジル，カナダ，スウェーデン，イタリ

ヤ，インド，オィストラリア，アルゼンチン，南アフ

リカ，タイ，中国，インドネシヤ，日本の15ケ国で実

施し全世界的にデータ収集が図られている．

これら衛星観測に関しては各国が協力して今後更に

高精度で大型の観測機器を搭載した衛星開発が進めら

れ，地球環境監視の観点からも強力に進められるもの

と考えられている．

宇宙科学分野は衛星利用の最も有効な分野で従来の

電波，光望遠鏡の観測から直接観測への移行，大気圏

外からのX線，紫外，可視，赤外，電波による観測な

ど地球磁気圏構造の解明，太陽系の解明,X線天文学

の誕生など宇宙物理学の分野を大きく進歩させる成果

が得られてきた．我が国では宇宙科学研究所が中心と

なって開発を進めており，世界的に見ても注目される

成果が得られている．この分野は宇宙利用の一つの大

きな分野として人類文化の創造に今後も大きく寄与し

て行くものである．将来的には超長基線干渉計による

星間構造，クェーサの解明，ブラックホールの解明，

地球外生物の探査，月，惑星探査など太陽系の誕生，

宇宙の誕生の究明に向けて大きく発展して行くと考え

られている．

人工衛星は宇宙利用の最も有効な手段の一つとして

今後益々発展し，高性能大型化が図られて行くであろ

う．

2．2宇宙プラットホーム

人工衛星の大型化，利用の定常化が進むに従って静

－9－
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止軌道位置の有効利用，システム構築費用の低減化，

宇宙基地の有効利用などの観点から低軌道において大

型構造体のプラットホームを組立て，これを極軌道，

静止軌道に軌道間輸送機を用いて運び，これにミッシ

ョン機器のみを別途打上げてドッキングさせ，大型の

観測用プラットホーム，通信プラットホームを構築す

る構想が提案された．プラットホーム本体は半永久で

最低30年寿命のものを作り，ミッション機器は10年間

で取り換えることによって各種の新規ミッションのサ

ービスが可能となる．宇宙基地システムの構想の基本

はこれらのサービスが可能なように考慮されており，

宇宙基地構想が全て構築された場合には十分実現可能

な方式である．この概念の利点はプラットホームの構

築を国家機関で実現させておけば各ミッションの企業

体の出費が少くて済むこと．移動体通信，パーソナル

通信など大型アンテナ，高出力送信器の必要な場合，

観測機器が精度の点から大型化して衛星としてはロケッ

トクリアランス内に収納できない場合など今後の宇宙

開発の進展に従ってミッションによっては不可欠な技

術となる．但しプラットホーム自体にも姿勢軌道制御

用燃料，太陽電池パドル等に消耗，劣化要素を持って

おり30年寿命のプラットホームをどう設計するかが一

つの課題となっている．

2．3宇宙基地

宇宙基地の構築は人類が月・惑星探検に出発する基

点として夢に描き続けてきた構想であり，新らしい宇

宙インフラストラクチャの構築に向けての出発点であ

る．1961年，ボストークに乗ったガガーリンによる人

類最初の宇宙飛行以来，米国のマーキュリ，ジェミニ

計画の遂行と有人宇宙飛行が勢力的に進められ，ソユー

ズ，アポロ計画の進行によって宇宙基地実現への基礎

的実験がなされた．即ち材料・理化学実験，ランデブ・

ドッキング実験，船外活動の実施などである．

1969年にはアームストロング，オルドリン，コリン

ズのアポロ11号が人類初の月着陸に成功，次いで'73

年には最初の宇宙ステーションと云われるスカイラブ

を打上げ人間の長期宇宙滞在の実証を行った．

スカイラブ，ソユーズによる人問の長期宇宙滞在，

材料，理化学実験の成功は宇宙環境利用の新しい道を

開き，スペースシャトルの実現に向けて一歩踏み出す

ことになった．1969年ポストアポロ計画としてニクソ

ン大統領が再使用型有人宇宙機の開発を示唆し，スペ

ースシャトルの検討が開始され，72年には正式に開発

が認められた.1981年コロンビア初飛行に成功，新し

エネルギー・資源

い宇宙時代の幕開けとなった．

スペースシャトルは初期計画の段階から宇宙ステー

ションへの物資，人間の輸送を想定して計画されたも

のがあってステーションの予算が削除されたためシャ

トルのみが先行して開発され，システムとして不完全

な形で，運用されてきた．米国宇宙ステーション計画

の実現化によってシャトルも本格的な運用形態が取り

戻されることになる．宇宙ステーション計画は米国が

中心となってヨーロッパ，カナダ，日本が参加した国

際プロジェクトであり，予算の削減などで計画が遅れ，

規模も縮少されることになったが漸く本格的にスター

トするまでに進んできた．

第1次，第2次と漸次拡張して行くことで全体のシ

ステム構成を完成させる方法をとっており，第1次計

画ではメインフレームと米国モジュール2個，日本，

ヨーロッパモジュール各1個で構成され，電力75kw,

ドッキングノード4個，マニプレータなどが用意され

ている．更に軌道上作業機(OMV),軌道間輸送機

(OTV)の運航によって宇宙基地システムとしての機

能を十分に発揮できるようになる．

21世紀始めには宇宙基地，宇宙往還機を中心とした

宇宙システムが低軌道上に完成し，ここから各衛星及

びプラットホームにサービスが提供される形が整備さ

れ，新しい宇宙時代が生れてくるであろう．

2．4月面・惑星基地

米国大統領の"月に戻ろう”の呼びかけに応じて，

米国，日本，ヨーロッパで月面基地の研究が活発にな

ってきた．月面基地計画はフェーズ1～4の4段階方

式がとられており，夫々以下のように計画されている．

段階1．無人探検と基地選定（'95～2000)

段階2．短期有人基地建設(2000～'06)

段階3．常時拡張型有人基地(2007～'14)

段階4．恒久自律運用基地(2015～'25)

月面基地建設に関しては米国では火星基地建設に対

する前哨基地の役割を持たせることを考えており，日

本では観測基地，資源開発の拠点として，特にDHe3

核融合燃料の採堀を目的として建設しようとしている．

いずれにしても月面基地建設となれば国際協力の上

に立って共同で開発を進めることとなる．

惑星探険のための月面基地と云う点から見ても重力

が地球の1／6で岩石には酸素が多量に含まれている

ことを考えれば非常に魅力のある前哨基地であり，月

面から火星への米国の考えも非常に有効である．

50年後の世界を考えた場合，宇宙ステーションでは

－10－
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表1衛星の種類と役割

材料工場，理化学実験所，薬品・半導体工場が並び定

期便が運航されており，これを基地として月面基地に

資材輸送機と有人宇宙機が発着している．月面基地に

は常時科学者が滞在し，科学観測，天文観測が続けら

れており，地上にHe3燃料を運んで核融合炉で地上の

エネルギーが賄われている．火星には前哨基地ができ

一部の探検隊が滞在し地質構造の解明を続けている．

宇宙開発は今第二世代の時代を迎えようとしている．

3．宇宙用エネルギー供給システム

3．1太陽光発電

太陽光発電は太陽エネルギーを光電素子で電気エネ

ルギーに変換し発電するシステムで，従来の衛星の電

力は殆んどこの方式を採用してきた．システムはエネ

ルギー変換を行なう発電系日陰時の電力を供給する

蓄電系，発電された電力を定電圧に制御し各負荷に供

給する電力制御系及び電力分配系で構成されている．

発電系は光電変換用の太陽電池,これを支持するパ

ネル，太陽追尾用の駆動機構，ハーネスなどを含んで

いる．太陽電池は発電系の効率を決定する最も重要な

要素で太陽光エネルギーのスペクトル分布に対応した

半導体の吸収エネルギー比率で変換が決まり，単結晶

(Si,GaAs)アモルファスシリコン，多結晶薄膜(C

ulnSe2/Cds,CdTe/Cds)などのセルが研究開発

－11－

種類 特色 用途 衛 星 例

実
用
衛
星

固定通信衛星

移動体通信衛星

直接放送衛星

気象観測衛星

海洋観測衛星

地球資源衛星

データ中継衛星

測位衛星

無人宇宙実験衛星

．地球上の固定地点間を広域性，同報性，マルチアクセ
ス性を持った通信網で結ぶ．

･地球上のサービス域を常に照射できるよう静止軌道上
に設置し，国内，国際通信に利用．

･地球上の固定地点と移動体間を広域性，
ス性を持った通信網で結ぶ．

マルチア クセ

･静止軌道上に設置し，広域性と移動局の低減化の為，
高出力増幅器を使用している．

･地球上の固定地点から広域受信点に放送を伝送する．
一難視聴区域の解消．

･静止軌道に設置し，受信局の低減化のために高出力増
幅器を使用する．

･静止衛星4個，極軌道衛星2個を組合せて，全地球の
気象観測網を設置．

･マルチプルスキャニングセンサ等の観測器を搭載．

･衛星の広域性を利用した波高，海温等の観測．

･分解能の点から中高度太陽同期軌道を利用．

･衛星の広域性を利用して，地球表面の地形，温度，表
面状況等の観測を実施．

･分解能の点から低高度太陽同期軌道を利用．

･低中高度衛星のデータ伝送，データ中継，追跡管制網
を設定する．

･複数衛星の同時追尾の為のフェーズドアレー型アンテ
ナ

･複数個の衛星を設置し，同時に4個の衛星を掴えて位
置決定を行うシステム．

･地球を周期12時間，3軌道，各6衛星で覆う．

･打上げ後長期間各種実験製造を行い回収．

･衛星本体の再使用型，低中高度軌道．

電話，TV伝送，デー
タ伝送，CATV，ビ
デオ会議

船舶電話,FAX伝送，
船舶位置通報，自動車
無線サービス，捜索救
助サービス

一般テレビ放送，高品
位テレビ，晩動/スポー
ツ／教育／音楽等のテ
レビ放送

気象現象，海洋現象の
監視，気象予報，気象
変動監視

水産資源探査，漁海況
予報，海難救助

国土，土地利用調査
農林資源管理，鉱物 ●

－
９

エネルギー資源探査，
水資源管理

中高度衛星のデータ伝
送・中継網

移動体測位と航法の最
適化救難活動

宇宙材料生成，薬品生
成，理化学実験

(国際)INTELSAT-I,n
W,V,W,W

Ⅲ

(国内)ANIK,PALAPA,CS,
INSAT，SBS，SATCOM

(国際)MARISAT,MARECS,
INTELSAT－VMCS

(国内）現在未運用
MSAT，TRUCKSAT，ETS-V

BS-1，2 3

TV－SAT，EKRAN，UNISAT

TIROS，NIMBUS，NOAA，
GOES，SMS，GMS，
METEOSAT

SEASAT，MOS－1，TOPEX，
NOSS

LANDSAT，SPOT，ERS-1，
RADARSAT

TDRS
ETS-Ⅵ

TRANSIT，
NAVSTAR/GPS

EURECA
SFU

技術試験衛星 ･衛星本体技術の新規開発．

･搭載ミッション機器等新規開発技術の宇宙実証．

･追跡管制システムの実用化に向けての評価．

衛
実

星技術の確立，宇宙
証技術の実用化，新

規技術力の向上

ATS－1～6
ACTS
ETS－I～Ⅵ

科
学
衛
星

磁気圏観測衛星

太陽活動観測衛星

月観測衛星

惑星探査衛星

天文衛星

･地球周辺空間の直接観測により磁気圏の構成を明確に
する．

･大気圏外からの太陽の直接観測，太陽風観測．

･太陽活動と磁気圏との関連の明確化．

･月面の詳細観測及び着陸位置決定．

･太陽系惑星の探査，ハレー彗星の探査．

･大気圏外からの恒星の直接観測

地球磁場，電離層，パ
ンアレン帯等の解明

太陽活動の明確化

月基地への出発

惑星基地へのデータ収集

太陽系起源の解明

SPUTNIK，EXPLORER，
しんせい，じきけん

OSO，HEAO，Helios，
ひのとり

LUNA，PIONEER

PIONEER,VIKING,すいせい

GALILEO，ぎんが

プラットホーム ．ミッション機器の大電力化，大型化に伴って衛星を宇
宙で組立てて，所定の軌道に設置する方法が検討され
ている．

一共軌道プラットホーム，静止プラットホーム．

大型宇宙構造物の構築
組立作業，交換，補給
一宇宙インフラストラ

クチャ
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されている．更にAlGaAs/GaAs,InGaP/GaAs

の波長に対する応答性の違いを利用しこれをヘテロ接

合した高効率セルも研究されている．将来的には複数

のセルをタンデムに積層して各セルの波長応答を有効

に活用する方法，太陽光を集光して入射エネルギーを

増大させセルの使用数を減らす方法などが進むと考え

られる．

太陽電池パドルにはリジット形，セミリジッド形，

フレキシブル形，ロールアップ形があり各種ミッショ

ンに適したものが採用されている．リジッド形はCF

RP/Alハニカムサンドイッチ板，セミリッジッド形

CFRP格子版フレームにCFRP膜を貼り張力を掛け

て剛性を持たせたもの，フレキシブル形はフラットパッ

ク方式とロールアップ方式があり，前者はガラス繊維

強化カプトン又はカプトン/FEPテフロン膜，後者

は未だ宇宙実績はないが地上でのPET,PENフィル

ムなどが候補に考えられる．

追尾機構に関してはDCプラシレスモータ,DCス

テップモータなど寿命20年でも十分保証し得る実績を

持っている．

これらの太陽電池パドルは宇宙用として比電力(w

/kg)で評価されるが現状では50w/kg,NASAを

始め21世紀に向けて100～300w/kgを目指す研究開

発が進められている．

蓄電系は従来主として電気化学系蓄電システムが使用

されてきた．即ちニッケルカドミニウム，ニッケル水

素バッテリ及び短期間ミッションでの一次電池として

のアルカリ性燃料電池である．しかし地球周回ミッシ

ョンでの日陰時間が0.6～1.2hrであるのに対して月面

基地などでは336hrと100倍以上になり蓄電システム

の根本的な見直し，エネルギー密度の高いバッテリの

開発が要望されるようになった．次世代バッテリとし

ては軽量化NiH2,アルカリ再生型燃料電池，固体酸

化物H2/O2電池など種々のものが候補に上っている

力§現在最も有望なものとしては再生型アルカリ燃料電

池で，エネルギー密度100～300wh/kgが期待されて

いる．

電力制御・分配系に関しては宇宙ステーション用の

電力分配系の概念であるリング状分配系を基本として

電源は120VのDC電源を採用し，居住者が地上で使用

する状態を維持するよう考慮している．

3．2太陽熱発電

ソーラダイナミック発電システムは集光器，エネル

ギー貯蔵器付受熱器，電力変換ユニット，放熱器で構

エネルギー・資源

成され，米国宇宙ステーション計画で第1次25kW,

第2次300kWの電力を供給する予定であった．しかし

最近の宇宙ステーション計画ではソーラダイナミック

発電を削除している．

集光器は太陽光を集めて受熱器を加熱するオフセッ

トパラボラ反射鏡で，鏡面として六角形パネル配列の

切子面形を使用，反射コーティング機に銀又はアルミ

ニウム，保護コーティングにAl203+SiOxを使用す

る．サブストレートとしてはグラファイト／エポキシ

表皮，アルミニウムハニカムサンドイッチ板が考えら

れている．支持構造には六角形パネルトラス展開構造

を採用して鏡面の収納性を高めている．

受熱器は円筒形キャビティの周りに熱エネルギー貯

蔵用の超合金ヒートパイプを配置し，ヒートパイプに

よって作動流体に伝達し，流体ループを介してタービ

ンを回転させ発電すると共にポンプで交換器を介して

受熱器に戻す．これらの熱機関に関してはブレイトン

サイクル，ランキンサイクル，スターリングサイクル

の方式が採用され，性能，コスト，寿命，製造性など

の点から最適な方法が選択されることになる．

宇宙ステーションの場合には開発実績などからブレ

イトンサイクルが有力候補として開発が進められた．

パワ変換器は熱から機械的動作を介して電力に変換

するものであり多くの分野で広く使われている技術で

ある．宇宙基地ではパーシャルアドミツションアキシ

ャルインパルスタービン，ピトットポンプ，ライスー

ランドル発電機の組合せが効率の点から選ばれている．

放熱システムは単相ポンプ流体ループ又は可変ヒー

トパイプが使用され，作動流体として前者はメタノー

ルを後者はアンモニアが考えられており，ラジエータ

にはアルミニウム，白色ペイントを予定している．

3．3原子力発電

従来の惑星探査機などに使用された原子力発電はラ

ジオアイソトープ熱電気発電であった．これにはトラ

ンシット衛星のSNAP-3,9,サーベア，ニンバスー

Ⅲ，パイオニアF/G,バイキングのSNAP-19,ア

ポロのSNAP-27,ボイジャのMHWなどが含まれて

いる．これらの発電機は30～200W程度の低電力のも

のであり，熱電材料の変換効率5～7％から見て大電

力の発電機には不向きである．このため米国ソ連に

おいて原子炉熱を利用した熱発電方式の開発が進めら

れた．これには米国のSNAP-2,8,10,50,MP

RESR-100,SP-100,ソ連のROMASKA,TO

PAZ,西独のITR,仏国のERATOなどが含まれてい

－ 1 2－
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る．特にSNAP-50とSP-100は100KWe以上の発電

が可能で今後の宇宙システム用電源として注目される

発電方式である．原子炉発電システムは原子炉，一次

系，二次系（発電系)，排熱系で構成される．原子炉

はピン状被覆管入り高濃縮窒化ウランを燃料とし，リ

チウム冷却を行って炉心入口温度1030℃，出口温度

1100℃，直径400mmの円筒形をなし，蒸発器で二次

冷却系のカリウムに伝熱する．熱機関はランキンサイ

クルを選びカリウムタービン発電機により発電する．

カリウムは凝縮器で液化され，ナトリウムヒートパ

イプにより放熱板に連結される．ヒートパイプはチタ

ニウム管ウィックで作動流体としてナトリウムを使用

し，放熱板にそのまま接続されフィン効率90%以上で

カーボン／カーボン放熱フィンから宇宙空間に放熱す

る．タービン入口温度1040℃，凝縮器温度650℃，放

熱板温度630℃で流体ループは電磁ポンプを使用して

循環させる．この系での発電効率としては約16％，遮

蔽を含めない系全体の重量は約8トン程度で炉熱出力

2MW,発生電力200KW以上を想定している．今後

宇宙システム用電源として原子力発電は月面基地，惑

星基地，軌道間輸送機などの電源用に非常に有効なシ

ステムとして期待されている．

3．4燃料電池

宇宙用電源としての燃料電池の利用は従来有人宇宙

機の電源として用いられてきた．即ち米国のマーキュ

リ，ジェミニ，アポロ，スペースシャトルの電源は全

て燃料電池を採用している．これらの用途は数日から

最大1カ月の短期ミッションであり，燃料としての酸

素／水素が推進系燃料と共用でき，生成物としての水

が飲料水に使用できることが採用の理由であった．

この宇宙用燃料電池は純酸素，純水素を反応物質に

用いる陽イオン交換膜電解質型とアルカリ水溶液電解

質型の二つの方式があり，前者はジェミニ宇宙船に，

後者はアポロ，スペースシャトル用に使用している．

アルカリ電解質燃料電池はe燃料H2/アルカリ水

溶液／酸化剤O2eの電解反応の発電部，反応物質供

給部，生成水除去部，冷却系などで構成され，シャト

ルの場合，出力電力2～12kW,電圧27.5～32.5Vdc,

重量116kg,最大放出熱7.3kW(12kW),最小水生成

速度1.3g/秒，酸素タンク，容量367kg,重量95kg,

水素タンク容量43.7kg,重量102kgである．将来的

にはこれに水分解システムを追加した再生型アルカリ

燃料電池の開発が進められており，長期ミッションの

宇宙用二次電池として，エネルギー密度の点から有力
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な候補と目されている．

固体高分子電解質燃料電池はジェミニ宇宙船に使用

され，エネルギー密度が高い利点に拘らず，電流密度

が低いことから大容量のものが得られなかった.しか

しNASA研究開発，新しい高分子膜の開発などが進

められ，ダウケミカル社の膜を用いた燃料電池の開発

が進み，カナダバラード社ではセル電圧0.5Vで5A/

c㎡の燃料電池が開発されるに至った．これらの燃料電

池は地上試験の段階でフライト実績はないが今後宇宙

用バッテリへの応用が期待されている．

3．5マイクロ波伝送発電

1970年代後半，エネルギー危機対策の一つとしてN

ASAが宇宙太陽発電衛星の概念設計を実施した．こ

の構想は5×10kmの太陽電池パドルで太陽エネルギー

を電気エネルギーに変換し，高出力増幅器でマイクロ

波をアンテナから送信し，これを地上の10kmのの受

信アンテナで受けて直流又は交流電力を得ると云うも

のである．一つの衛星で5GWの発電を考え世界主要

消費都市に受電アンテナを設置して電力を供給する．

このためマイクロ波伝送に関する要素技術の研究が全

世界において急速に進められた．

計画自体は米国の財政縮少などの影響で取り止めに

なったが研究成果はマイクロ波による電力伝送が十分

にフィジブルで重要な技術であることの認識を強くさ

せることになった．その一つの用途に太陽発電衛星か

らのマイクロ波伝送による宇宙基地，プラットホーム，

軌道間輸送機への電力供給，地上の発電システムから

航空機，衛星，宇宙基地，プラットホームへの電力供

給，発電所から消費地までの電力中継などが考えられ

ている．マイクロ波の伝送効率は使用周波数と送受ア

ンテナの開口径によって決まり，静止軌道から2.45G

Hzの電波で送信1km,受信10kmのアンテナで98%

の効率が得られ，受信レクテナでの受信電力は85％の

変換効率で直流電流に変換できる．問題は送電側のマ

イクロ波への変換効率である．即ち電力からマイクロ

波への変換がクライストロンで70%太陽光エネルギー

／電気エネルギー変換がGaAsセル25%,熱エネルギー

／電気エネルギー変換は熱電気素子10%熱機関30%と

いづれも系として20%以下でしかない点がマイクロ波

伝送発電にとっても効率の点でクリティカルな問題と

なっている．

将来の宇宙システムのエネルギー供給に関しては種

々の方策が検討され，研究されているがまだ十分に有

効と云えるものはなく今後の大きな課題である．

－13－
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4宇宙ミッションとエネルギー供給システム

宇宙システムは用途に応じて軌道高度，軌道傾斜角

が選定される．即ち地球観測には低高度極軌道，気象

衛星，通信衛星では静止軌道，理化学実験，材料実験

フリーフライヤーでは共軌道などであり，更に月面基

地，火星基地，惑星探査など特別な軌道が選定される．

これらの軌道条件に応じて周期，日照／日陰比率が

変ってくる．宇宙システムのエネルギー供給系に，こ

れらミッション条件に最適な方式を採用することがシ

ステム設計の一つの大きな課題である．

4．1人工衛星

衛星は種々の用途に使われているが軌道条件として

は高度36000km,赤道上の静止軌道，高度400～800

km,傾斜角90.の極軌道，高度400km,傾斜角28.5･

の共軌道，高度20000km,傾斜角90｡,周期12時間の

極軌道が主要なものであり，他は科学衛星などの特殊

目的の衛星軌道である．

静止軌道は地球の自転と衛星の公転周期が一致する

軌道で地球上からは常に一点に置かれていることにな

り定点観測，無線中継点として利用できるため，通信

衛星，放送衛星，気象衛星，静止プラットホームなど

に利用されている．周期は24時間，最大日陰1.2時間，

長寿命7～10年と云うことから太陽電池アレーとNi

H2バッテリを用いた太陽光発電が利用される．

低高度極軌道は地表面の識別度を上げる為に低高度

を，地球全域を観測するために極軌道を,観測データ

の経時変動を見るために準回帰軌道を選択する．

低軌道衛星では公転周期約1.6hr,最大日陰約0.6hr,

寿命2～3年を考慮すれば太陽電池アレーとNiCdバッ

テリを用いた太陽光発電が有効である．

共軌道衛星は軌道投入重量最大，スペースシャトル

又は宇宙基地とのアクセスが必要なミッションに対し

て有効である．即ち，理化学・材料実験衛星又はプラ

ットホームなどである．この場合軌道高度はマイクロ

Gの制約とシャトルアクセスを考慮して500km程度に

選定される．この衛星の場合回収を必要とするか否か

が重要なファクターとなり，エネルギー供給源として

は太陽光発電を使用するが，太陽電池パドルは伸展／

収縮可能なロールアップ又はフラットパックのフレキ

シブルパドルが使用される．

高高度極軌道衛星は地球全域に亘って常に複数個の

衛星と交信が可能なシステムを構築する目的で設定さ

れたもので，測位衛星，船舶・航空機通信衛星などに

エネルギー・資源

使用される．高度は12時間周期と云うことから21000

km,軌道傾斜角は全域をカバーすることから極軌道

を選定する．寿命は7～10年を想定し，18～24個の衛

星群でシステムを構成する．衛星の電力は太陽電池ア

レー,NiH2バッテリを使用する．

惑星探査衛星などの特殊な観測衛星は外惑星に関し

てはラジオアイソトープ電池，内惑星に関しては太陽

光発電システムが利用できる．

4．2宇宙ステーション／プラットホーム

宇宙基地／プラットホームは軌道上組立作業が必要

なシステムがあり，必要な電力は衛星より1桁大きい

ものとなる．組立作業のため軌道はシャトルからアク

セスできる軌道として高度400～500km,傾斜角28.5

.がとられている．電力供給方式は有人と云うことか

ら太陽光発電，太陽熱発電が候補として検討され，現

在の米国宇宙基地では75kWの電力を太陽電池アレー，

NiH2バッテリを用いた太陽光発電で賄っている．将

来更に大型化する二次計画に対しては従来太陽熱発電

が主体となる予定であったが熱発電の長寿命化と信頼

性の問題が未だ解決できず光発電方式が今後とも踏襲

される可能性が強い．但し二次電池に関しては現状で

はNiH2を使用しているが，再生型アルカリ燃料電池

の寿命が保証されるようになればエネルギー密度の点

から燃料電池が使用されることになろう．

4．3月面基地／惑星基地

月は地球から距離384Mm,公転／自転周期27.3日

の衛星である．月面基地を月の赤道上に設置した場合

日照／日陰時間は320/336時間となり地球周回衛星の

0.6～1.2hrの日陰時間に対して280倍以上の値となる．

月面基地でのエネルギー供給を考える場合，日陰時の

供給をどうするかと云う事が第1となる．常時滞在の

有人月面基地を考えた場合，必要電力は1MWe位と

なり衛星の所要電力に較べて100倍となる．しかも月

への物資輸送は低軌道への投入重量の1／10程度であ

り電力密度の高いエネルギー供給システムが絶対的な

条件となる．大電力／高電力密度のシステムとしては

原子力発電が最適である．但し原子力発電系を建設，

テスト運転を行い発電するまでに2週間位必要で短期

間で発電できるシステムが必要となる．太陽光発電

燃料電池がこれに使用されることになる．

火星は地球から距離0.524A.U,質量が地球の1/

10,自転周期24.6hr,公転周期1.88年，密度が地球の

0.76倍で地球に似た惑星である．太陽から遠いことか

ら太陽定数は地球の0.43倍の半分以下となる．
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表2宇宙用エネルギー供給技術の概要と比較

このため火星基地の電力源としては月と同様原子力

発電を第1とすべきであり，補助としては燃料電池を

考えるべきであろう．

6．むすび

宇宙開発が始って丁度第一世代を終り第二世代が初

まろうとしている．第二世代は有人宇宙機，宇宙基地

による地球外地域への進出の時代であると云える．こ

の30年の宇宙技術の進歩は正に日進月歩，目を見張る

ものであったが今後の30年は人類の歴史にとっても非

常に大きな足蹟を残すものになるように見られる．即

ち2020年にはスペースプレーンが飛び，月基地ができ，

火星への探検が進められている時期となろう．この論

文では従来の宇宙利用の歩みと今後の発展を全般的に

解説，展望し，その中で特にエネルギー供給技術が各

ミッションに対してどのように活用されているかを中

心に述べた．

宇宙技術の現在及び将来の姿をある程度掴んで頂け

れば幸いである．
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5．非地球資源の利用

宇宙開発の将来の目標として人類の地球外移往と自

律運用基地の建設及び非地球資源の活用と云うことが

課題となっている．非地球資源活用として最も注目を

集めたものが太陽発電衛星構想でエネルギーコストの

上でも十分に採算の合うシステムであることが積算さ

れている．

月・惑星基地計画の立案によって更に非地球資源活

用の道が拓けることになり，月基地での酸素製造，

He3の採堀,Fe,Al,Tiなど金属の採堀及び精錬な

どが候補に上げられている．これらの資材は自律運用

基地建設のための材料として使用し，酸素などは月基

地を基点として惑星探査に向けての月面打上げロケッ

トの推薬としても利用することを考えている．月周回

基地などへのエネルギー供給も当然月面基地から実施

することになろう．

惑星探査の進展に従って更に新しい資源活用の道が

拓けてくるものと期待されている．

－ 1 5 －

方式
太隅光発芯

高剛性パネル方式 フレキシブルパネル方式
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特徴 ・低副力（＜40KWe）では

エネルギー密度が高い

･受動型で侭頼度が高い

･人工断凰辱で最も使用実緬
が多い

･太隅珂池セルの改善によっ

て更に高効率が期待できる

･建股が比較的間単

・日賦時のバッテリ運用がク
リティカル

･大電力では原子力に比して

エネルギー密度が低い

･建設が非常に容易

･移動可能で日照時はどこで
も発電できる

｡太隅電池セルの変換効率が

低く，大面圃が必要

．受助型で畑紐度が商い

･長期咽露での放射綴劣化が

大きい

。大可力ではエネルギー密度

が低い

･太隅晒池に鮫べて変換効串

が商〈できるため商晒力に
適する

・エネルギー蓄積に蓄魚認が

使用でき，′、ソテリより軽

凪化ができる

･高温．可動系を有し寿命

侭個性が低くなる

･建設が復轄で長斯間を要す
る

･保守点検が必要

･NiCd，NiH2パ･ソテリに鮫

べてエネルギー密度が商い

･生成された水が飲料水とし
て使用できる

･生成した水を電気分解して

再生型懲料電池として使用
することも可能

･Hg/08を使用しているため

電池の劣化モードが少い

･連投が容易で保守点検不要

･充放晒を含め通用が複雑

･米国有人宇宙船で使用実繍
多い

・大電力（＞40KeW）では

エネルギー密度が最も商い

･大咽力がコンパクトな形で

細られる為．ラジエータ以

外は一体で運搬でき建設が

比絞的聞、

･放射線シールドの必要範囲

によっては圃皿メリプトが

大梱に低くなる

･商圏助作の可動邸を持ち寿

命，侭頓性に問題がある

･安全性の確保

･小剛で低m力の電源として
有効

･日購中，外惑晶探査など太

隅照射のない又は低いミツ

シロンでは唯一の方式

･小電力（＜2mW）のみし

か卿られない

･偽可索子効率が低く、大電

力には向かない

･米国の惑風探査機等での使

用実綱は多い

･プルトニウムの放射線汚染

が避けられない

･商周波数帯，大型送受アン

テナを使用すればRF電力

を伝送して，非常に高効率

で直流芯力に変換できる

･太隔発電衛凪を股凪してこ

れから各軌迫上．宇宙シス

テムにRF電力を伝送し、

電源とすることが可能であ
ろ

･遇電系を地上に設圃して軌

道上の宇宙システムに晒力

を供給することもできる

技術状況
及び実摘

･基本的には既存技術で対応
でgる

･電力密度の高いセル及びエ

ネルギー密度の商いバッテ

リの開発が辿められている

･現在まで打上げられた“

楓の人工衛凪の中の9割以

上で実繍を持っている

･地上用のものとしては製造

されている

・アモルファス太隅電池の高

効率化が地められている

｡宇宙用としての開発検討が

通行中

・ロールアップ形太陽電池パ

ドルとしてはNASAスペー

ステレスコープ，フラット

パック形はCTS以来，多

数の爽繍

･地上用の反肘炉は実現して
いる

。宇宙ステーシロン用の発電

システムとして米国で開発

中

･わが国ではNALが研究開

発を通めている

｡宇宙ステーシロン第1次で

は不採用

用を予定

節2次以降に使

･米国有人宇宙船用としてジェ
ミニ･ア淑口．シャトルで

一次電源として使用

･麺気分解系を追加した再生

型懲料電池は開発中

･HOPE用電源としてわが

国でも開発を開始した

．固体商分子型燃料電池の技
術地歩により更にエネルギ

ー密度の向上が期待できる

･漉融金岡型原子炉としては

わが国では未開発

･米国ではSP-1卵システム

を開発中

・ソ連ROMASKA，仏ER

ATO叶画も遡行中

・日本では238Pの取り扱い

の間囲があり未開発

･米国では．トランシット

パイオニアF/G，バイキ

ング火風，LES､8/9．ボ

イジャ．ガリレオ用を開発

中

･太隅発電衛凰のスタディ以
来，送電アンテナ，受電ア

ンテナ（レクテナ）の要素

技術開発が遡められてきた

．送電系が地上か字宙かで違

うが高出力の増幅雷等の開

発によってシステム効率が

大梱に改魯されつつある

用途 人工衛凪プラットホーム，

宇宙ステーシBン．短期月面
基地

フリーフライヤー

簡易月面基地発電

宇宙ステーシロン，月面基地 宇宙ステーシロン，月面基地

宇宙輸送樋
月
磯

面・感凪基地，軌道間輸送
●

感凪探査楓 軌近間輸送楓

太陽発咽衛凪

技術開発
謀題

･薄璽商効率GaAsセル

｡H,-08再生型蝋料珂池

･a-Si太隅電池の商効率化

酎瑠境性

･NiHOバッテリの商容母化

･太隅魚発咽システムの開発

目標設定及び検討

･各構成ハードウエア技術の

開発

･HOPE懲料駐池の開発推

道

･再生圏郎分の技術開発

･固体ポリマ蝋料電池

･溶融金田型原子炉

･第1次，第2次冷却ループ

技術

･凝輔陽及びラジエータ

(ヒートパイプ）

･プルトニウムの使用に関す

る明確な判断

･宇宙用海出力墹椙露の効率

向上

･太隅光／晒気変換効率の効

率向上




